
 

（別紙） 

 

沖縄県農業経営者サポート事業に係る個人情報の取扱いについて 

 

１ 本事業における個人情報 

農業経営者等リスト、経営相談カルテ、就農相談カルテ、参入相談カルテ及び経営移譲希望カー

ド（以下「相談カルテ等」という。）の記録等の本事業により収集した支援対象者の個人情報の取

扱いについては、沖縄県、(公財)沖縄県農業振興公社及び伴走機関（伴走機関が協議会である場合

にあっては、その構成員）が定める個人情報保護に係る条例・規程等のほか、本別紙に基づき適切

に対応するものとする。 

 

２ 支援対象者本人からの同意 

（１）沖縄県（本事業の委託又は外注を受けた者を含む。以下本別紙において同じ。）は、相談カル

テ等の支援対象者の個人情報を次に掲げる用途に供するときは、（２）の方法を参考に、同意書

（別紙様式）で、当該支援対象者からその同意を得ることとする。 

ア 伴走型支援の終了後における沖縄県、伴走機関等の関係機関による関連施策の活用支援など

の重点支援対象者等に対するフォローアップ活動 

イ 市町村等の関係機関との情報共有による就農希望者が就農に至るまでのフォローアップ活動 

ウ 国の農政に係る目標の実現に向けた農業経営者等の取組状況の確認及びフォローアップ活動

（ア及びイに掲げる用途を除く。） 

（２）同意を得る方法の例 

ア 重点支援対象者に伴走型支援を実施する際、同意書（別紙様式）を配付し、個人情報の利用

目的を説明の上、当該利用目的に同意した者については、その場で当該同書類に記名してもら

って回収すること。 

イ 相談窓口（サテライト窓口を含む。）で支援対象者からの相談対応を行う際、同意書（別紙

様式）を配付し、個人情報の利用目的を説明の上、当該利用目的に同意した者については、そ

の場で当該同書類に記名してもらい回収すること。 

ウ 相談会等の参加者に対し、同意書（別紙様式）を配付し、個人情報の利用目的を説明の上、

当該利用目的に同意した者については、その場で当該同書類に記名してもらい回収すること。 

３ その他 

別添様式例に他に追加すべき事業等、関係機関等がある場合は適宜追記することとする。 

  



 

 

（別紙様式） 

沖縄県農業経営・就農支援センターの業務に係る個人情報の取扱いについて 

 

 

 

 

沖縄県及び沖縄県農業経営・就農支援センターは、沖縄県農業経営・就農支援セン

ターの業務実施に際して得た個人情報について、「個人情報の保護に関する法律（平

成 15 年法律第 57 号）等に基づき、適正に管理し、本センター業務の実施のために利

用します。 

 また、沖縄県及び沖縄県農業経営・就農支援センターは、本センターの業務のほ

か、農業を担う者の育成・確保に資する取組、農業経営・就農サポート推進事業の報

告に活用するため、必要最小限度内で下記の関係機関へ提供する場合があります。 

 このほか、就農準備や経営改善等の取組状況、専門家からの助言等の内容について

も、助言・指導等を実施する際のデータとして活用するため、関係機関へ提供する場

合があります。 

提供する

情報の 

内容 

①支援対象者の氏名（法人にあっては名称及び代表者名）及び年

齢、②住所、③相談内容、④経営内容、⑤支援等の実施状況や専門

家からの助言等の内容 等 

情報を提

供する関

係機関 

 

国、沖縄県、沖縄県普及組織、市町村、(公財)沖縄県農業振興公社、(株)

ＣＳＤコンサルタンツ（経営専属スタッフ所属事務所）、沖縄県農業経

営・就農支援センター登録専門家、市町村、農業委員会ネットワーク機

構、農業委員会、沖縄県農業協同組合、沖縄県花卉園芸農業協同組合、沖

縄県酪農農業協同組合、(一社)沖縄県農業会議、沖縄県農地中間管理機

構、沖縄県農業法人協会、沖縄振興開発金融公庫 
 

 

個人情報の取扱いの確認 

 「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します 

令和  年  月  日 

（個人・法人・組織名） 

氏名（代表者名）                 

 

以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情

報の取扱いの確認」欄に署名をしてください。 


